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画競争又は公募）
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備考

令和３年度　ドップラー流速計流量観測現場実証作業
支出負担行為担当官
中部地方整備局長　堀田 治
名古屋市中区三の丸2-5-1名古屋合同庁舎第2号館

令和3年7月15日
株式会社福田水文センター
北海道札幌市北区北２４条西１５丁目２番５号

6430001014347

本作業は、「河川内に固定設置する超音波によるドップ
ラー効果を用いた流量観測技術及び複数の非接触型観
測による計測データを一元化するソフトウェア開発技術」
を国が管理する河川での現場実装に向け、適用性を判
断するために必要なデータを取得する作業である。当該
技術は、国土交通省が進める「革新的河川技術プロジェ
クト（第４弾）」に上記相手方が応募し、オープンイノベー
ション方式を採用して技術開発を行ってきたものである。
当該プロジェクトの中で、国土交通省が主催する有識者
で構成された検討会において、当該技術について、国が
管理する河川での現場実装化に向けた検証とデータ収
集を行うことが妥当であるとの判断に至った。また、当該
技術については上記相手方が開発したものであり、当該
技術の現場実装化に向けた検証を行える唯一の相手方
である。よって、会計法第２９条の３第４項及び予算決算
及び会計令第１０２条の４第３項の規定により、随意契約
するものである。

2,662,000 2,651,000 99.58%

令和３年度　電波流速計流量観測現場実証作業
支出負担行為担当官
中部地方整備局長　堀田 治
名古屋市中区三の丸2-5-1名古屋合同庁舎第2号館

令和3年7月19日
株式会社ＹＤＫテクノロジーズ
東京都渋谷区千駄ヶ谷５－２３－１３

1021001022880

本作業は、「電波（マイクロ波）によるドップラー効果を用
いた流量観測技術」を国が管理する河川での現場実装
に向け、適用性を判断するために必要なデータを取得す
る作業である。当該技術は、国土交通省が進める「革新
的河川技術プロジェクト（第４弾）」に上記相手方が応募
し、オープンイノベーション方式を採用して技術開発を
行ってきたものである。当該プロジェクトの中で、国土交
通省が主催する有識者で構成された検討会において、当
該技術について、国が管理する河川での現場実装化に
向けた検証とデータ収集を行うことが妥当であるとの判
断に至った。また、当該技術については上記相手方が開
発したものであり、当該技術の現場実装化に向けた検証
を行える唯一の相手方である。よって、会計法第２９条の
３第４項及び予算決算及び会計令第１０２条の４第３項の
規定により、随意契約するものである。

1,463,000 1,463,000 100.00%

令和３年度　遠赤外線カメラ画像処理型流量観測現場実証作業
支出負担行為担当官
中部地方整備局長　堀田 治
名古屋市中区三の丸2-5-1名古屋合同庁舎第2号館

令和3年7月20日
いであ株式会社　名古屋支店
名古屋市港区入船１－７－１５

7010901005494

本件は、従来浮子庫を用いて人力観測を行っている高水
流量観測について、無人化・省力化に向けた「流量観測
機器の開発」を行うため、現地観測及び観測データの収
集・整理を行うものである。技術開発にあたっては、雲出
川水系中村川島田橋観測所をフィールドとした現場実証
を行い、遠赤外線カメラ及び画像鮮明化機能を用いた非
接触型流量観測機器による流速測定を行うものである。

2,123,000 2,123,000 100.00%

令和３年度　高感度カメラ画像処理型流量観測現場実証作業
支出負担行為担当官
中部地方整備局長　堀田 治
名古屋市中区三の丸2-5-1名古屋合同庁舎第2号館

令和3年7月20日
株式会社岩崎　東京支店
北海道札幌市中央区北四条東２－１

7430001001757

本作業は、従来浮子を用いた人力による高水流量観測
に代わり、国土交通省が行った「革新的河川技術プロ
ジェクト（第4弾）」にて開発された「超高感度ハイビジョン
カメラ及び画像鮮明化機能による流量観測技術」につい
て、国が管理する河川での現場実装に向けて、中部地方
整備局が適用性を判断するために必要なデータを取得
する作業である。当該プロジェクトでは、オープンイノベー
ション方式を採用して技術開発を行っているため、超高感
度ハイビジョンカメラ及び画像鮮明化機能による流量観
測技術の開発者は当該事業者しかいない。よって、会計
法第２９条の３第４項及び予算決算及び会計令第１０２条
の４第３項の規定により、随意契約するものである。

3,531,000 3,520,000 99.68%

令和３年度　単価契約静岡国道事務所鑑定評価業務
分任支出負担行為担当官
中部地方整備局　静岡国道事務所長　篠田　宗純
静岡市葵区南安倍２丁目８番１号

令和3年7月13日
中部不動産鑑定所
静岡市葵区西深草町７－１３

-

　本業務は、静岡国道事務所管内の用地取得に必要と
なる土地価格算定に使用するため、標準地評価格につ
いて不動産鑑定評価により把握するものである。　本業
務の実施にあたっては、「企画競争の実施について（平
成１８年１１月１６日付け、国土交通大臣官房会計課長通
知）」の手続きに従って企画提案書の提出を求め、「静岡
国道事務所建設コンサルタント選定委員会」の審議を経
て、最も優れている者として「中部不動産鑑定所」を契約
の相手方として特定した。適用法令：会計法第２９条の３
第４項、予算決算及び会計令第１０２条の４第３項

1,004,300 1,004,300 100.00%
単価契約
予定調達総額
3,241,700円

令和３年度天竜川ダム統合管理事務所広報検討業務
分任支出負担行為担当官
中部地方整備局　天竜川ダム統合管理事務所長　小野　秀樹
長野県上伊那郡中川村大草６８８４番の１９

令和3年7月27日
水谷印刷株式会社
愛知県名古屋市西区城西２－２０－１１

2180001027254

　企画提案書の提出が上記業者のみであったが、企画
提案書の内容、企業及び予定担当者の業務実績につい
て、評価を行った結果、求める業務内容等に合致し、十
分優れていることから特定したものである。 2,997,500 2,997,500 100.00%

公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）

（注1）公表対象随意契約が単価契約である場合には、契約金額欄に契約単価または予定調達総額を記載するとともに、備考欄に

単価契約である旨及び契約金額欄に単価を記載した場合には予定調達総額を記載する。

（注2）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。


	公共調達の適正化（随意契約）

